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山口県医師確保計画 新旧対照表 

 

（傍線部分は改正部分） 

改正案 現行 

【山口県医師確保計画】 【山口県医師確保計画】 

１ 基本的事項 １ 基本的事項 

（略） （略） 

なお、医師確保計画は、新たな地域医療構想の策定に向けた検討状況を踏まえ、

必要に応じて医師確保の方針や取組へ反映します。 

（新規） 

また、本計画の進捗及び効果については、本章の各項に掲げる医師数、医師の養

成・県内定着状況等の定量的な指標を、本計画の定量的な評価指標として定め、継

続的に把握・評価し、評価結果については、地域医療対策協議会において協議し、

必要に応じて施策の見直しを行うとともに、次期医師確保計画に反映します。 

（新規） 

２ 現状と課題 ２ 現状と課題 

○ 令和６年(2024年)医師・歯科医師・薬剤師統計(厚生労働省)によると、本県の

医師(医療施設従事者数）の実人員は、3,510人であり、人口10万人当たりの医師

数は、274.0人で、全国中位(全国平均267.4人)となっています。 

○ 令和２年(2020年)医師・歯科医師・薬剤師統計(厚生労働省)によると、本県の

医師(医療施設従事者数）の実人員は、3,491人であり、人口10万人当たりの医師

数は、260.1人で、全国中位(全国平均256.6人)となっています。 

○ 本県においては、若手医師の減少(平成10年(1998年)と比べて、令和６年(2024

年)には８割程度の状況)などにより、医師の平均年齢は53.9歳と、全国で高い状

況(全国平均50.6歳)です。 

○ 本県においては、若手医師の減少(平成10年(1998年)と比べて、令和２年(2020

年)には７割程度の状況)などにより、医師の平均年齢は53.3歳と、全国一高い状

況(全国平均50.1歳)です。 

○ こうした背景から、医師の性別、年齢を考慮した労働時間から算出した標準化

医師数(厚生労働省算出)は、3,456.5人となっており、実人員より少ない評価とな

っています。 

○ こうした背景から、医師の性別、年齢を考慮した労働時間から算出した標準化

医師数(厚生労働省算出)は、3,442.1人となっており、実人員より少ない評価とな

っています。 

（略） （略） 

○ 女性医師は増加傾向にあり、平成10年(1998年)と令和６年(2024年)を比較する

と305人増加しています。このため、子育て世代医師が安心して勤務を継続できる

環境の整備を促進する必要があります。また、厳しい勤務環境にある勤務医の負

担軽減が大きな課題です。 

○ 女性医師は増加傾向にあり、平成10年(1998年)と令和２年(2020年)を比較する

と246人増加しています。このため、子育て世代医師が安心して勤務を継続できる

環境の整備を促進する必要があります。また、厳しい勤務環境にある勤務医の負

担軽減が大きな課題です。 

（略） （略） 

表１ 医療施設従事医師数 （単位：人） 
区分 H10(1998) R6(2024) 増減数 増減率 人口10万対 
山口県 3,218 3,510 ＋292 ＋9.1% 274.0 
全国 236,933 331,092 ＋94,159 ＋39.7% 267.4 

 

表１ 医療施設従事医師数 （単位：人） 
区 分 H10(1998) R2(2020) 増減数 増減率 人口10万対 

山 口 県 3,218 3,491 +273 +8.5% 260.1  
全   国   236,933 323,700   +86,767 +36.6%  256.6 

 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 資料：「医師・歯科医師・薬剤師統計(調査)」厚生労働省 

資料２ 
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改正案 現行 

表２ 医療施設従事医師に占める若手医師(35歳未満)の割合 

区分 H10(1998) R6(2024) 増減 

山口県 22.1% 16.7% △5.4％ 

全国 24.9% 20.4% △4.5％ 
 

表２ 医療施設従事医師に占める若手医師(35歳未満)の割合 

区 分 H10(1998) R2(2020) 増減 

山 口 県 22.1% 15.1% △7.0％ 

全  国 24.9% 20.1% △4.8％ 
 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 資料：「医師・歯科医師・薬剤師統計(調査)」厚生労働省 

図１ 医療施設従事医師数の推移 

 

 

図１ 医療施設従事医師数の推移 

 

 
資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 資料：「医師・歯科医師・薬剤師統計(調査)」厚生労働省 
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改正案 現行 

表３ 二次保健医療圏別の医療施設従事医師数 

（人口10万対 令和６年(2024年)12月末現在） （単位：人） 

岩国 柳井 周南 
山口・ 

防府 
宇部・ 

小野田 
下関 長門 萩 山口県 

229.2 210.0 230.0 235.7 413.5 293.5 222.4 192.7 274.0 
 

表３ 二次保健医療圏別の医療施設従事医師数 

（人口10万対 令和２年(2020年)12月末現在） （単位：人） 

岩  国 柳 井 周  南 
山  口 

防  府 
宇 部 

小野田 
下  関 長 門 萩 山口県 

220.5 204.5 209.7 232.2 401.8 265.8 172.2 195.0 260.1 
 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 資料：「医師・歯科医師・薬剤師統計(調査)」厚生労働省 

表４ 医療施設従事女性医師数 （単位：人） 

区分 
山口県 全国 

H10 R6 増減数 増減率 H10 R6 増減数 増減率 

人数 374 679 ＋305 ＋81.6% 33,023 80,792 ＋47,769 ＋144.7% 

割合 11.6% 18.9% ＋7.3％ ＋62.9% 13.9% 24.4% ＋10.5% ＋75.5% 
 

表５ 医療施設従事女性医師数 （単位：人） 

区 分 
山 口 県 全  国 

H10 R2 増減数 増減率 H10 R2 増減数 増減率 

人 数 374 620   +246  +65.8% 33,023 73,822 +40,799 +123.5% 

割 合 11.6% 17.8% +6.2％  +53.4% 13.9% 22.8% +8.9% +64.0% 
 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 資料：「医師・歯科医師・薬剤師統計(調査)」厚生労働省 

表５ 主な診療科別の医療施設従事医師数 

（人口10万対 令和６年(2024年)12月末現在） （単位：人） 
診療科名 山口県A 全国B A－B 順位 医師数(実数) 

内科 53.3 50.2 ＋ 3.1 23 683 
呼吸器内科 4.8 5.9 △ 1.1 37 61 
循環器内科 13.8 11.0 ＋ 2.8 7 177 
脳神経内科 4.4 4.8 △ 0.4 23 56 
小児科 119.6 130.2 △10.6 34 165 
外科 17.3 10.0 ＋ 7.3 2 222 
脳神経外科 8.1 6.1 ＋ 2.0 7 104 
整形外科 20.9 18.3 ＋ 2.6 17 268 
産婦人科・産科 51.4 50.0 ＋ 1.4 24 108 
麻酔科 8.7 8.6 ＋ 0.1 22 111 
救急科 2.7 3.3 △ 0.6 31 34 

 

表４ 主な診療科別の医療施設従事医師数 

（人口10万対 令和２年(2020年)12月末現在） （単位：人） 
診療科名 山口県A 全 国B A－B 順位 医師数(実数) 

内科 53.1 48.8 +4.3 22 713 
呼吸器内科 3.9 5.3 △1.4 40 53 
循環器内科 12.5 10.3 +2.2 9 168 
脳神経内科 4.0 4.6 △0.6 28 54 
小児科 119.0 119.7 △0.7 23 183 
外科 16.8 10.5 +6.3 4 225 
脳神経外科 7.3 5.8 +1.5 7 98 
整形外科 19.1 17.9 +1.2 24 257 
産婦人科・産科 51.1 46.7 +4.4 19 119 
麻酔科 8.0 8.1 △0.1 25 108 
救急科 1.9 3.1 △1.2 42 25 

 

（略） （略） 
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改正案 現行 

表６ 医師に関連する基礎データ１(令和６年(2024年)12月末現在) 

 

 

表６ 医師に関連する基礎データ１(令和２年(2020年)12月末現在) 

 

 

（略） （略） 

厚生労働省の「医師・歯科医師・薬剤師統計」の調査票情報を利用し独自集計 （新規） 
厚生労働省提供データ(令和８年(2026年)) （新規） 

※山口県計の人口及び人口10万人当たり医師数は、総務省統計局「人口推計」、各二次保

健医療圏の人口は山口県統計分析課「山口県人口移動統計調査」（いずれも2024年10月

1日現在） 

（新規） 
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改正案 現行 

表７ 医師に関連する基礎データ２(令和６年(2024年)12月末現在) 

 

表７ 医師に関連する基礎データ２(令和２年(2020年)12月末現在) 
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改正案 現行 

（略） （略） 

厚生労働省の「医師・歯科医師・薬剤師統計」の調査票情報を利用し独自集計 （新規） 

３ 医師少数区域、医師多数区域等 ３ 医師少数区域、医師多数区域等 

(1) 医師偏在指標 (1) 医師偏在指標 

（略） （略） 

なお、全国平均は、266.8となっており、本県において全国平均を超えるの

は、宇部・小野田保健医療圏のみとなっています。 

なお、全国平均は、255.6となっており、本県において全国平均を超えるの

は、宇部・小野田保健医療圏のみとなっています。 

表８ 医師偏在指標 

 

 

表８ 医師偏在指標 

 

 
資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 （新規） 

厚生労働省提供データ(令和８年(2026年)) 資料：厚生労働省提供データ(令和５年(2023年)) 

(2) 医師少数区域、医師多数区域等の設定 (2) 医師少数区域、医師多数区域等の設定 

（略） （略） 
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改正案 現行 

○ 国から示された医師偏在指標では、本県は全国33位となり、医師少数県とさ

れています。 

○ 国から示された医師偏在指標では、本県は全国32位となり、医師少数県とさ

れています。 

（略） （略） 
 

区分 二次保健医療圏 

医師少数区域 ３圏域 柳井、長門、萩 

医師多数区域 ２圏域 
宇部・小野田、下関 

※医師偏在指標が、全国平均を超えるのは、

宇部・小野田保健医療圏のみ 

上記のいずれにも該当しない区域 ３圏域 岩国、周南、山口・防府 
 

 
区分 二次保健医療圏 

医師少数区域 ２圏域 柳井、長門 

医師多数区域 ４圏域 
岩国、山口・防府、宇部・小野田、下関 

※医師偏在指標が、全国平均を超えるのは、

宇部・小野田保健医療圏のみ 

上記のいずれにも該当しない区域 ２圏域 周南、萩 
 

図２ 都道府県別の医師偏在指標 

 

図２ 都道府県別の医師偏在指標 

 
資料：厚生労働省提供データ(令和８年(2026年)) 資料：厚生労働省提供データ(令和５年(2023年)) 
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改正案 現行 

図３ 二次保健医療圏別の医師偏在指標 

 

図３ 二次保健医療圏別の医師偏在指標 

 
資料：厚生労働省提供データ(令和８年(2026年)) 資料：厚生労働省提供データ(令和５年(2023年)) 

(3) 医師少数スポット (3) 医師少数スポット 

○ 医師確保計画は、二次医療圏ごとに設定された医師少数区域及び医師少数都

道府県、また重点医師偏在対策支援区域の医師の確保を重点的に推進するもの

ですが、実際の医師偏在対策の実施に当たっては、より細かい地域の医療ニー

ズに応じた対策も必要となる場合があります。 

○ 医師確保計画は、二次医療圏ごとに設定された医師少数区域及び医師少数都

道府県の医師の確保を重点的に推進するものですが、実際の医師偏在対策の実

施に当たっては、より細かい地域の医療ニーズに応じた対策も必要となる場合

があります。 

（略） （略） 
  

二次保健医療圏 医師少数スポット 過疎地域病院 

岩国 岩国市における旧美和町地域 ・岩国市立美和病院 

宇部・小野田 美祢市全域 
・美祢市立病院 

・美祢市立美東病院 

下関 
下関市における旧豊田町地域及び旧

豊浦町地域 
・下関市立豊田中央病院 

・済生会豊浦病院 

  

二次保健医療圏 医師少数スポット 過疎地域病院 

岩国 
岩国市における旧錦町地域及び旧美

和町地域 
・岩国市立錦中央病院 

・岩国市立美和病院 

宇部・小野田 美祢市全域 
・美祢市立病院 

・美祢市立美東病院 

下関 
下関市における旧豊田町地域及び旧

豊浦町地域 
・下関市立豊田中央病院 

・済生会豊浦病院 

萩 萩市全域 ・萩市民病院 
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改正案 現行 

表９ 医師少数スポットの医師数(令和６年(2024年)12月末現在) 

区分 旧美和町 美祢市全域 旧豊田町 旧豊浦町 

医師数 6 人 39人 6 人 38人 

男女別) 

男性 5 人 36人 5 人 34人 

女性 1 人 3 人 1 人 4 人 

年代別) 

20代 1 人   2 人 

30代 1 人 5 人 2 人 2 人 

40代 1 人 5 人  5 人 

50代  6 人 1 人 4 人 

60代 2 人 12人 1 人 13人 

70代 1 人 8 人 1 人 8 人 

80代以上  3 人 1 人 4 人 

平均年齢 50.7 歳 60.6 歳 54.3 歳 61.4 歳 

人口※ 3,232 人 20,784 人 4,305 人 15,367 人 

人口 10 万人当たり医師数 185.6 人 187.6 人 139.4 人 247.3 人 

1 人の医師が担う地域人口 539 人 533 人 718 人 404 人 
 

（新規） 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 （新規） 
厚生労働省の「医師・歯科医師・薬剤師統計」の調査票情報を利用し独自集計 （新規） 
※旧美和町の人口は岩国市政策企画課「いわくにの人口（令和 6 年 10月 1 日現在）」、

美祢市の人口は山口県統計分析課「人口推計（2024 年（令和 6 年）10 月 1 日現

在）」、旧豊田町と旧豊浦町の人口は下関市総務課「地区別の人口と世帯数（令和 6 年

9 月末現在）」下関市総務課 

（新規） 

４ 医師確保の方針 ４ 医師確保の方針 

(1) 県全体 (1) 県全体 

○ 本県は医師偏在指標において医師少数県に該当し、また、本県医師の平均年

齢は全国で二番目に高く、医師全体に占める若手医師の割合が低くなっていま

す。 

○ 本県は医師偏在指標において医師少数県に該当し、また、本県医師の平均年

齢は全国一高く、医師全体に占める若手医師の割合が低くなっています。 

○ 令和６年(2024年)４月から適用された医師の時間外・休日労働時間の上限規

制や、年々増加する女性医師の割合などを踏まえ、医師を取り巻く勤務環境の

改善に努める必要があります。 

○ 令和６年(2024年)４月から適用される、医師の時間外・休日労働時間の上限

規制や、年々増加する女性医師の割合などを踏まえ、医師を取り巻く勤務環境

の改善に努める必要があります。 

（略） （略） 

(2) 医師少数区域（柳井、長門、萩保健医療圏） (2) 医師少数区域（柳井、長門保健医療圏） 

（略） （略） 

(3) 医師多数区域（宇部・小野田、下関保健医療圏） (3) 医師多数区域（岩国、山口・防府、宇部・小野田、下関保健医療圏） 
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改正案 現行 

（略） （略） 

(4) 医師少数区域・医師多数区域のいずれにも該当しない区域（岩国、周南、山

口・防府保健医療圏） 

(4) 医師少数区域・医師多数区域のいずれにも該当しない区域（周南、萩保健医療

圏） 

（略） （略） 

(5) 医師少数スポット (5) 医師少数スポット 

（略） （略） 

【医師養成・県内定着の状況】 （新規） 

表10 医籍登録３～５年目の医師の動向（令和６年度） 
① 山口県出身者の進学生 

進学先 人数 割合 
山口大学 114 48% 
他県大学 123 52% 

計 237 100% 
 

② 山口大学卒業医師の出身地・従事先 

出身地 自県従事 他県従事 計 
山口県地元 86 28 114 
他県地元 27 147 174 

計 113 175 288 
 

③ 山口県従事医師の卒業大学 

卒業大学 人数 割合 
山口大学 113 62% 
他県大学 69 38% 

計 182 100% 
 

 

 

（新規） 

資料：厚生労働省提供データ(令和８年(2026年)) （新規） 
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表11 臨床研修修了後の医師の定着状況 

 出身大学 出身 研修修了後 

県内勤務 定着率 

R5 

山口大学 52 
県内 34 30 88.2% 
県外 18 12 66.7% 

他の大学 48 
県内 12 8 66.7% 
県外 36 5 13.9% 

計 100  100 55 55.0% 

R6 

山口大学 67 
県内 34 32 94.1% 
県外 33 19 57.6% 

他の大学 37 
県内 11 4 36.4% 
県外 26 4 15.4% 

計 104  104 59 56.7% 

R7 

山口大学 51 
県内 35 34 97.1% 
県外 16 12 75.0% 

他の大学 33 
県内 9 8 88.9% 
県外 24 2 8.3% 

計 84  84 56 66.7% 
 

（新規） 

資料：山口県医師臨床研修推進センター調査 （新規） 

５ 目標医師数 ５ 目標医師数 

【第８次（前期）医師確保計画の評価】 （新規） 

第８次（前期）医師確保計画では、県全体及び二次保健医療圏ごとに目標医師数

を設定し、医師確保対策を進めてきました。令和６年（2024年）の実医師数は県全

体で3,510人であり、令和８年（2026年）の目標医師数3,519人を9人下回っていま

す。 

（新規） 

特に、医師少数区域では、柳井保健医療圏において目標医師数を下回っており、

引き続き重点的な医師確保が必要です。一方、長門保健医療圏では、現時点におい

て目標医師数と同数を確保しています。 

（新規） 

こうした状況を踏まえ、後期計画では、医師少数区域等への医師の効果的な配

置、若手医師の確保・県内定着等の取組を引き続き推進します。 

（新規） 

○ 令和６年度(2024年度)から令和８年度(2026年度)までの３年間において、「山

口県医師確保計画」に基づき、医師確保の取組を進めています。 

○ 令和２年度(2020年度)から令和５年度(2023年度)までの４年間において、「山

口県医師確保計画」に基づき、医師確保の取組を進めています。 
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○ 県全体で見ると、令和８年(2026年)の目標医師数を若干下回っており、引き続

き必要な医師の確保を目指します。特に医師の確保が必要と位置付けている医師

少数区域である柳井、長門の各二次保健医療圏において重点的に医師確保に取り

組むとともに、その他の二次保健医療圏については、令和２年（2020年）と同数

の医師を引き続き確保することを目指しています。 

○ 県全体で見ると、令和５年(2023年)の目標医師数を既に上回っていますが、特

に医師の確保が必要と位置付けている医師少数区域である柳井、長門、萩の各二

次保健医療圏及び具体的な目標医師数を定めていないその他の二次保健医療圏に

おいて、引き続き必要な医師の確保を目指しています。 

表12 山口県医師確保計画(R6～R8)での目標医師数及び実医師数推移 

 

表９ 山口県医師確保計画(R2～R5)での目標医師数及び実医師数推移 

 

（略） （略） 

(1) 県全体 (1) 県全体 

○ 令和11年度(2029年度)までに、県全体で3,517人の確保を目指します。 ○ 令和８年度(2026年度)までに、県全体で3,519人の確保を目指します。 

○ なお、より長期的な目標として、国から示された令和18年(2036年)の本県の

必要医師数である3,570人を目指します。 

○ なお、より長期的な目標として、国から示された令和18年(2036年)の本県の

必要医師数である3,650人を目指します。 

(2) 医師少数区域 (2) 医師少数区域 

○ 医師少数区域は、令和11年度(2029年度)までに、計画開始時点における全国

の二次医療圏の下位33.3%に相当する医師偏在指標に達するために必要な医師数

の確保を目指します。 

○ 医師少数区域は、令和８年度(2026年度)までに、計画開始時点における全国

の二次医療圏の下位33.3%に相当する医師偏在指標に達するために必要な医師数

の確保を目指します。 

○ 計画開始時点における全国の二次医療圏の下位33.3%に相当する医師偏在指標

に達するために必要な医師数が令和６年(2024年)の実医師数を下回る場合は、

令和６年(2024年)と同数の医師を引き続き確保することを目指します。 

（新規） 

(3) 医師少数区域以外の区域 (3) 医師少数区域以外の区域 

○ 医師少数区域以外は、「令和11年度(2029年度)まで、将来にわたる持続的な

地域医療提供体制の確保のために必要な医師数を維持する」観点から、令和６

年(2024年)と同数の医師を引き続き確保することを目指します。 

○ 医師少数区域以外は、「令和８年度(2026年度)まで、将来にわたる持続的な

地域医療提供体制の確保のために必要な医師数を維持する」観点から、令和２

年度(2020年度)と同数の医師を引き続き確保することを目指します。 
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表13 目標医師数 

 

表10 目標医師数 

 

６ 施策 ６ 施策 

（略） （略） 

(1) 医師少数区域等への医師の効果的な配置 (1) 医師少数区域等への医師の効果的な配置 

（略） （略） 

表14 地域枠医師の勤務開始年(推計) （単位：人） 

勤務開始年 
～R7 

(202

5) 

R8 

(202

6) 

R9 

(2027) 
R10 

(2028) 
R11 

(2029) 
R12 

(2030) 
R13 

(2031) 
R14 

(2032) 
R15 

(2033) 
R16 

(2034) 計 

緊急医師確保対策枠 36 4 6 5 5 5 5 5 5 5 81 
地域医療再生枠 66 8 9 10 8 14 8 12 10 10 155 

重点医師確保対策枠       2 2 2 2 8 

特定診療科枠・外科枠 55 2 2  1 1 4 1 1  67 

県外医学生支援枠 4  1        5 

旧地域枠 13          13 

小計 174 14 18 15 14 20 19 20 18 17 329 
自治医科大学卒業医師 95 1 4 2 2 2 4 2 3 2 117 

 

表11 地域枠医師の勤務開始年(推計) （単位：人） 

勤務開始年 
～R4 

(202

2) 

R5 

(202

3) 

R6 

(2024) 
R7 

(2025) 
R8 

(2026) 
R9 

(2027) 
R10 

(2028) 
R11 

(2029) 
R12 

(2030) 
R13 

(2031) 計 

緊急医師確保対策枠 21 5 5 8 5 5 5 5 5 5 69 
地域医療再生枠 40 9 6 13 8 10 10 10 11 10 127 

重点医師確保対策枠          2 2 

特定診療科枠・外科枠 47 1 5 3 2 2   1 1 62 

県外医学生支援枠 1 2 1   1     5 

旧地域枠 13          13 

小計 122 17 17 24 15 18 15 15 17 18 278 
自治医科大学卒業医師 88 4 2 3 1 4 2 2 3 3 112 

 

資料：県医療政策課調査(令和９年(2027年)２月現在)※暫定 資料：県医療政策課調査(令和６年(2024年)２月現在) 

(2) 本県医療を担う医師・医学生の確保 (2) 本県医療を担う医師・医学生の確保 

① 医師修学資金の貸付 ① 医師修学資金の貸付 

（略） （略） 
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表15 山口県医師修学資金の概要(令和８年度(2026年度)募集分) 

区分・対象者 貸付金額 
貸付

期間 

貸付

枠 
返還義務免除条件 

緊急医師確保対策枠 

山口大学医学部推薦入試 

「緊急医師確保対策枠」入

学者 

月額 

20万円 
６年 ５人 

９年間（うち４年間は過疎地域

の病院）、知事指定医療機関に

医師として勤務 

地域医療再生枠 

山口大学医学部推薦入試 

「地域医療再生枠」入学者 

月額 

15万円 
６年 10人 

９年間、知事指定医療機関に医

師として勤務 

重点医師確保対策枠 

山口大学医学部推薦入試 

「重点医師確保対策枠」入

学者 

月額 

15万円 
６年 ２人 

９年間、知事指定医療機関に特

定診療科(小児科、産婦人科、

麻酔科、救急科、放射線治療

科、病理診断科、呼吸器内科、

総合診療科、外科、膠原病内

科、腎臓内科)の医師として勤

務 

特定診療科枠・外科枠 

県内出身の医学生（１～６

年生） 

月額 

15万円 

６年 

以内 
８人 

貸付期間の1.5倍の期間、知事

指定医療機関に特定診療科（小

児科、産婦人科、麻酔科、救急

科、放射線治療科、病理診断科

、呼吸器内科、総合診療科、外

科、膠原病内科、腎臓内科）の

医師として勤務 
 

表12 山口県医師修学資金の概要(令和５年度(2023年度)募集分) 

区 分・対象者 
貸付

金額 
貸付

期間 
貸付

枠 
返還義務免除条件 

緊急医師確保対策枠 

 山口大学医学部推薦入試 

 「緊急医師確保対策枠」入

学者 

月額 

20万

円 
６年 ５人 

９年間（うち４年間は過疎地域の

病院）、知事指定医療機関に医師

として勤務 

地域医療再生枠 

 山口大学医学部推薦入試 

「地域医療再生枠」入学者 

月額 

15万

円 
６年 10人 

９年間、知事指定医療機関に医師

として勤務 

重点医師確保対策枠 

 山口大学医学部推薦入試 

「重点医師確保対策枠」入学

者 

月額 

15万

円 
６年 ２人 

９年間、知事指定医療機関に特定

診療科(小児科、産婦人科、麻酔

科、救急科、放射線治療科、病理

診断科、呼吸器内科、総合診療

科、外科)の医師として勤務 

特定診療科枠・外科枠 

 県内出身の医学生 

 （１～６年生） 

月額 

15万

円 

６年 

以内 
８人 

貸付期間の1.5倍の期間、知事指

定医療機関に特定診療科（小児科

、産婦人科、麻酔科、救急科、放

射線治療科、病理診断科、呼吸器

内科、総合診療科、外科）の医師

として勤務 
 

② 山口大学医学部における地域枠の設置 ② 山口大学医学部における地域枠の設置・増員 

大学との連携の取組を進めるとともに、国から臨時定員から恒久定員への移

行を基本とする方針が示されたことを踏まえ、地域枠の在り方について検討を

進めることとします。 

大学が独自に設定している「地域枠(県医師修学資金貸与と連動しない医学部

推薦入試）」はこれまで随時増員されてきたところですが、今後、国により示

される医学部臨時定員(修学資金貸与の３枠)の在り方を踏まえ、維持・増員を

検討します。 
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表16 山口大学医学部入学定員の推移 （単位：人） 

年度 H18 
(2006) 

H19 

(2007) 

H21 

(2009) 

H22 

(2010) 

H23 

(2011) 

H28 

(2016) 

R2 

(2020) 

R5 

(2023) 

定員  (A+B+C) 95 95 105 114 117 117 117 119 

内 
訳 

A一般入試 75 65 70 66 67 70 65 65 

 
うち後期日程：地域枠（県内出身者

に限る）  3 3 

B 推薦入試 10 20 25 38 40 37 42 44 
 全国枠 10 10 10 10 10 7 5 5 
 地域枠（県内出身者に限る）  10 10 15 15 15 22 22 
 緊急医師確保対策枠（※）   5 5 5 5 5 5 

 地域医療再生枠（※）    8 10 10 10 10 
 重点医師確保対策枠（※）        2 

C学士編入 10 10 10 10 10 10 10 10 

 
うち地域枠（県内出身者に

限る） 
3 3 3 3 3 3 3 3 

 

表13 山口大学医学部入学定員の推移 （単位：人） 

年 度 H18 
(2006) 

H19 

(2007) 

H21 

(2009) 

H22 

(2010) 

H23 

(2011) 

H28 

(2016) 

R2 

(2020) 

R5 

(2023) 

定  員  (A+B+C) 95 95 105 114 117 117 117 119 

内 
 

 

訳 

A 一般入試 75 65  70  66  67  70  65  65 

 
うち後期日程：地域枠（県内出身者

に限る）    3   3 

B   推薦入試 10 20  25  38  40  37  42  44 
 全国枠 10 10  10  10  10   7   5   5 
 地域枠 （県内出身者に限る）  10  10  15  15  15  22  22 
 緊急医師確保対策枠（※）     5   5   5   5   5   5 

 地域医療再生枠（※）      8  10  10  10  10 
 重点医師確保対策枠（※）          2 

C 学士編入 10 10  10  10  10  10  10  10 

 
うち地域枠（県内出身者に

限る） 
 3  3   3   3   3   3   3   3 

 

（略） （略） 

表17 義務年限終了後の勤務状況 

義務年限終了年度 R6 R7 

勤務先 県内 県外 県内 県外 

旧地域枠 3  2  

緊急医師確保対策枠 1  1  

地域医療再生枠 1  2  

合計 5  5  
 

（新規） 

資料：県医療政策課調査 （新規） 
※勤務先は義務勤務満了年度の次年度時点 （新規） 

③ 県内定着を促進するキャリア形成支援 ③ 県内定着を促進するキャリア形成支援 

（略） （略） 

④ 自治医科大学卒業医師の養成・確保 ④ 自治医科大学卒業医師の養成・確保 

（略） （略） 

⑤ 地域医療に対する理解の促進 ⑤ 地域医療に対する理解の促進 

（略） （略） 

⑥ 地域医療を支える医師確保の促進 ⑥ 地域医療を支える医師確保の促進 
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（略） （略） 

⑦ 地域医療を支える意識の醸成 ⑦ 地域医療を支える意識の醸成 

（略） （略） 

⑧ 中堅・シニア世代医師の活躍の促進 ⑧ 高齢医師の活躍の促進 

ドクターバンクやまぐち(医師無料職業紹介事業)を活用し、意欲ある中堅・

シニア世代医師がその経験等を生かして働き続けられるよう、医療機関とのマ

ッチングを促進します。 

また、リカレント教育に関する県内の取組状況を把握し、医師や医療機関に

周知を行うなどにより、総合的な診療能力を有する医師の養成を推進します。 

ドクターバンクやまぐち(医師無料職業紹介事業)を活用し、意欲ある高齢医

師がその経験等を生かして働き続けられるよう、医療機関とのマッチングを促

進します。 

(3) 臨床研修医の確保 (3) 臨床研修医の確保 

① 研修推進体制の整備   ① 研修推進体制の整備 

（略） （略） 

② 臨床研修病院における研修実施体制の充実 ② 臨床研修病院における研修実施体制の充実 

（略） （略） 

③ 臨床研修医の確保 ③ 臨床研修医の確保 

（略） （略） 

④ 広域連携型プログラム （新規） 

専門研修合同説明会等を通じ、広域連携型プログラムで受け入れた医師多数

県の医師の県内への定着を図ります。 

（新規） 

(4) 専門医の養成 (4) 専門医の養成 

① 専門研修推進体制の整備・充実 ① 専門研修推進体制の整備・充実 

（略） （略） 

② 総合診療医の養成・確保 ② 総合診療医の養成・確保 

（略） （略） 

表18 総合診療専門研修プログラム専攻医数 

指標 
現状値 

(基準値) 
実績 目標値 

総合診療専門研修プログラム専攻医数（累計） 
28人 

（R5 年度） 
35人 

（R8 年度） 
46人 

（R11 年度） 
 

（新規） 

※保健医療計画から再掲 （新規） 

(5) 医業承継の推進 (5) 医業承継の推進 

（略） （略） 

(6) 勤務環境の整備 (6) 勤務環境の整備 
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① 勤務医の勤務環境の改善 ① 勤務医の勤務環境の改善 

令和６年(2024年)４月に適用された、医師の時間外・休日労働時間の上限規

制を踏まえ、勤務医の処遇改善や、仕事と家庭の両立ができる勤務環境の整備

に取り組む医療機関への助成を行い、その取組を促進します。 

令和６年(2024年)４月から適用される、医師の時間外・休日労働時間の上限

規制を踏まえ、勤務医の処遇改善や、仕事と家庭の両立ができる勤務環境の整

備に取り組む医療機関への助成を行い、その取組を促進します。 

（略） （略） 

② 子育て世代の医師のキャリア形成支援 ② 子育て世代の医師のキャリア形成支援 

（略） （略） 

また、県医師会が運営する「保育サポーターバンク」との連携による育児支

援を行い、子育て世代医師の離職防止や再就業の促進を図ります。 

また、県医師会が運営する「保育サポーターバンク」との連携による育児支

援を行い、女性医師を中心とした子育て世代医師の離職防止や再就業の促進を

図ります。 

③ 情報通信技術の活用支援 ③ 情報通信技術の活用支援 

県内医療機関におけるデジタル技術の活用を支援し、へき地においても安心

して医療を受けられる体制の構築を促進します。 

県内の医療機関におけるデジタル技術活用の加速化を支援し、へき地の医療

機関等がサポートを受けられる体制構築を促進します。 

また、限られた医療資源を有効に活用するため、医療機関や診療科間の横断

的な連携を推進するとともに、遠隔医療等の活用を通じて、へき地における医

療提供体制の充実を図ります。 

（新規） 

(7) 情報発信等 (7) 情報発信等 

① 様々な情報媒体を活用した情報発信 ① 様々な情報媒体を活用した情報発信 

（略） （略） 

② 県外医師の県内就業の促進 ②  県外医師の県内就業の促進 

（略） （略） 

７ 医師偏在是正プラン （新規） 

今後も一定の定住人口が見込まれるものの、必要な医師が確保できず、人口減少

よりも医療機関の減少のスピードの方が早い地域等を｢重点医師偏在対策支援区域｣

と設定した上で、優先的かつ重点的に対策を進めます。 

（新規） 

(1) 重点医師偏在対策支援区域 （新規） 

○ 都道府県において、厚生労働省が提示する候補区域を参考としつつ、医師偏

在指標、可住地面積あたり医師数、住民の医療機関へのアクセス、診療所医師

の高齢化率、地域住民の医療のかかり方、今後の人口動態等を考慮して、地域

医療対策協議会及び保険者協議会で協議して選定することとされています。 

（新規） 
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○ 医師少数区域は、医師の人数、年齢構成、医療ニーズなどを踏まえて、特に

医師数が少ないとされており、医師偏在対策の優先度が高いこと、山口県医師

確保計画において、医師少数スポットは、医師少数区域と同様に取り扱うこと

とされていることから、本県では、県医師確保計画における、「医師少数区

域」及び「医師少数スポット」を、診療所の承継・開業支援事業、医師派遣を

行う派遣元医療機関支援事業、代替医師確保支援事業、勤務・生活環境改善の

ための施設整備事業に係る重点医師偏在対策支援区域とします。 

（新規） 

具体的な地域は、次のとおりとします。 （新規） 

区域区分 区域 

 医療圏 該当区域 

①医師少数区域 

柳井 柳井市、周防大島町、上関町、田布施町、平生町全域 

長門 長門市全域 

萩 萩市、阿武町全域 

②医師少数スポット 

岩国 岩国市における旧美和町地域 

宇部・小野田 美祢市全域 

下関 下関市における旧豊田町地域及び旧豊浦町地域 

○ 今後、新たな支援事業を開始する際は、上記の考えに則り、地域医療対策協

議会及び保険者協議会で協議して選定します。 

（新規） 

(2)支援対象医療機関 （新規） 

○ 重点医師偏在対策支援区域において支援を行う対象医療機関を選定するにあ

たっては、今後策定する新たな地域医療構想を踏まえ、地理的条件等を考慮し

ながら、特に支援を行う必要がある医療機関を選定し、地域医療対策協議会及

び保険者協議会で合意を得ることとします。 

（新規） 

(3)必要医師数 （新規） 

○ 本県では、「医師少数区域」及び「医師少数スポット」を重点医師偏在対策

支援区域としていることから、重点医師偏在対策支援区域における必要医師数

については、４(2)及び(5)に掲げる医師確保の方針並びに５に掲げる目標医師

数と同様とします。 

（新規） 

○ このため、両区域の医師確保の方針と同様に、当該区域内の医師の増加を図

ります。 

（新規） 

(4)施策 （新規） 

○ 医師が意欲をもって勤務できる環境等を整備するために、経済的インセンテ

ィブに係る事業を通じて、重点医師偏在対策支援区域における医師の確保に継

続的に取り組みます。 

（新規） 

８ 産科医・小児科医 ７ 産科医・小児科医 
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（略） （略） 

(1) 産科医 (1) 産科医 

① 現状 ① 現状 

○ 令和６年(2024年)医師・歯科医師・薬剤師統計(厚生労働省)によると、本

県の産婦人科・産科・婦人科医師の実人員は123人で、15～49歳女子人口10万

人当たりの医師数は、58.5人であり、全国平均の59.5人をやや下回っていま

す。 

○ 令和２年(2020年)医師・歯科医師・薬剤師統計(厚生労働省)によると、本

県の産婦人科・産科・婦人科医師の実人員は131人で、15～49歳女子人口10万

人当たりの医師数は、56.3人であり、全国平均の54.7人をやや上回っていま

す。 

○ また、医師の性別や年齢を考慮した労働時間から厚生労働省が算出した標

準化分娩取扱医師数(注)は、96.6人となっており、実人員より少ない評価と

なっています。 

○ また、医師の性別や年齢を考慮した労働時間から厚生労働省が算出した標

準化分娩取扱医師数(注)は、99人となっており、実人員より少ない評価とな

っています。 

（略） （略） 

表19 産科医に関連する基礎データ(令和６年(2024年)12月末現在) 

 

 

表14 産科医に関連する基礎データ(令和２年(2020年)12月末現在) 

 

 
資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」    資料：「医師・歯科医師・薬剤師統計」厚生労働省他 

厚生労働省の「医師・歯科医師・薬剤師統計」の調査票情報を利用し独自集計 （新規） 
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※山口県計の15-49女性人口及び15-49女性人口10万人当たり医師数は、総務省統計局「人口推

計」、各二次保健医療圏の15-49女性人口は山口県統計分析課「山口県人口移動統計調査」

（いずれも2024年10月1日現在） 

（新規） 

② 相対的産科医師少数区域等 ② 相対的産科医師少数区域等 

ア 産科医の医師偏在指標 ア 産科医の医師偏在指標 

本県の分娩取扱医師偏在指標は12.6となっており、全国平均の13.4を0.8

ポイント下回っています。 

本県の分娩取扱医師偏在指標は9.5となっており、全国平均の10.5を1.0ポ

イント下回っています。 

（略） （略） 

表20 分娩取扱医師偏在指標 

 

表15 分娩取扱医師偏在指標 

 
資料：厚生労働省提供データ(令和８年(2026年))   資料：厚生労働省提供データ(令和５年(2023年)) 

イ 相対的産科医師少数区域等 イ 相対的産科医師少数区域等 

○ 本県は、分娩取扱医師の偏在指標が下位33.3％に該当する「相対的産科

医師少数県」ではありませんが、全国順位は30位であり、全国平均を下回

ることから、「相対的産科医師少数県に準じる県」として取り扱うことと

します。 

○ 本県は、分娩取扱医師の偏在指標が下位33.3％に該当する「相対的産科

医師少数県」ではありませんが、全国順位は31位であり、全国平均を1ポイ

ント以上下回ることから、「相対的産科医師少数県に準じる県」として取

り扱うこととします。 

○ 周南周産期医療圏及び山口・防府、萩周産期医療圏は、分娩取扱医師の

偏在指標が下位33.3％に該当することから、「相対的産科医師少数区域」

とします。 

○ 岩国、柳井周産期医療圏は、分娩取扱医師の偏在指標が下位33.3％に該

当することから、「相対的産科医師少数区域」とします。 

（削除） ○ 周南周産期医療圏、山口・防府、萩周産期医療圏及び下関、長門周産期

医療圏は、分娩取扱医師の偏在指標は下位33.3％に該当していないもの

の、全国平均を下回ることから、「相対的産科医師少数区域に準じる区

域」として取り扱うこととします。 

（略） （略） 

ウ 産科医確保の方針 ウ 産科医確保の方針 

（略） （略） 
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○ 「相対的産科医師少数区域」においても、各圏域内の産婦人科、産科、

婦人科の医師数の増加を図ります。 

○ 「相対的産科医師少数区域」及び「相対的産科医師少数区域に準じる区

域」においても、各圏域内の産婦人科、産科、婦人科の医師数の増加を図

ります。 

（略） （略） 

③ 施策 ③ 施策 

○ 医師修学資金の特定診療科枠に産婦人科を指定し、修学資金の貸与や県地

域医療支援センターにおけるキャリア形成支援等の取組を通じ、周産期医療

を担う医師の養成・確保に努めます。 

○ 医師修学資金の特定診療科枠に産婦人科を指定し、修学資金の貸与や県地

域医療支援センターにおけるキャリア形成支援等の取組等を通じ、周産期医

療を担う医師の養成・確保に努めます。 

（略） （略） 

表21 勤務開始した地域枠医師の診療科 

（令和８年(2026年)4月時点） （単位：人） 

区分 緊急医師確保対策枠 地域医療再生枠 特定診療科枠 旧地域枠 計 

産婦人科 1 3 11 2 17 
 

表16 勤務開始した地域枠医師の診療科 

（令和５年(2023年)4月時点） （単位：人） 

区 分 緊急医師確保対策枠 地域医療再生枠 特定診療科枠 旧地域枠 計 

産婦人科 0 3 9 2 14 
 

（略） （略） 

(2) 小児科医 (2) 小児科医 

① 現状 ① 現状 

○ 令和６年(2024年)医師・歯科医師・薬剤師統計(厚生労働省)によると、本

県の小児科医師の実人員は165人で、年少人口(15歳未満)10万人当たりの医師

数は119.6人であり、全国平均の130.2人を下回っています。 

○ 令和２年(2020年)医師・歯科医師・薬剤師統計(厚生労働省)によると、本

県の小児科医師の実人員は183人で、年少人口(15歳未満)10万人当たりの医師

数は119人であり、全国平均の119.7人をやや下回っています。 

○ また、医師の性別や年齢を考慮した労働時間から厚生労働省が算出した標

準化小児科医師数は、159.1人となっており、実人員より少ない評価となって

います。 

○ また、医師の性別や年齢を考慮した労働時間から厚生労働省が算出した標

準化小児科医師数は、177人となっており、実人員より少ない評価となってい

ます。 
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表22 小児科医に関連する基礎データ(令和６年(2024年)12月末現在) 

 

 

表17 小児科医に関連する基礎データ(令和２年(2020年)12月末現在) 

 

 
資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 資料：「医師・歯科医師・薬剤師統計」厚生労働省他 

厚生労働省の「医師・歯科医師・薬剤師統計」の調査票情報を利用し独自集計 （新規） 
※山口県計の年少人口及び年少人口10万人当たり医師数は、総務省統計局「人口推計」、各二

次保健医療圏の年少人口は山口県統計分析課「山口県人口移動統計調査」（いずれも2024年

10月1日現在） 

（新規） 

② 相対的小児科医師少数区域等 ② 相対的小児科医師少数区域等 

ア 小児科医の医師偏在指標 ア 小児科医の医師偏在指標 

本県の小児科医師偏在指標は116.5となっており、全国平均の126.0を9.5

ポイント下回っています。 

本県の小児科医師偏在指標は115.0となっており、全国平均の115.1を0.1ポ

イント下回っています。 

（略） （略） 
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表23 小児科医師偏在指標 

 

表18 小児科医師偏在指標 

 
資料：厚生労働省提供データ(令和８年(2026年)) 資料：厚生労働省提供データ(令和５年(2023年)) 

イ 相対的小児科医師少数区域 イ 相対的小児科医師少数区域 

○ 本県は、小児科医師偏在指標が下位33.3％に該当することから「相対的

小児科医師少数県」とします。 

○ 本県は、小児科医師偏在指標が下位33.3％に該当する「相対的小児科医

師少数県」ではありませんが、全国順位は25位であり、全国平均を下回る

ことから、「相対的小児科医師少数県に準じる県」として取り扱うことと

します。 

○ 柳井、周南小児医療圏及び下関、長門小児医療圏は、小児科医師の偏在

指標が下位33.3％に該当することから、「相対的小児科医師少数区域」と

します。 

○ 柳井、周南小児医療圏は、小児科医師の偏在指標が下位33.3％に該当す

ることから、「相対的小児科医師少数区域」とします。 

○ 岩国小児医療圏及び山口・防府、萩小児医療圏は、小児科医師の偏在指

標は下位33.3％に該当していないものの、全国平均を下回ることから、

「相対的小児科医師少数区域に準じる区域」として取り扱うこととしま

す。 

○ 山口・防府、萩小児医療圏及び下関、長門小児医療圏は、小児科医師の

偏在指標は下位33.3％に該当していないものの、全国平均を下回ることか

ら、「相対的小児科医師少数区域に準じる区域」として取り扱うこととし

ます。 

（略） （略） 

ウ 小児科医確保の方針 ウ 小児科医確保の方針 

（略） （略） 

（削除） ○ 上記以外の岩国小児医療圏、宇部・小野田小児医療圏においては、地域

の小児医療提供体制の確保に向け、必要な小児科の医師の確保に取り組む

こととします。 

○ 上記以外の宇部・小野田小児医療圏においては、地域の小児医療提供体

制の確保に向け、必要な小児科の医師の確保に取り組むこととし、特に、

小児科の医師派遣の中核的な役割を果たしている山口大学医学部附属病院

があることから、引き続き、県内の医師派遣機能の強化に向けた取組を促

進します。 

○ 特に、宇部・小野田小児医療圏においては、小児科の医師派遣の中核的

な役割を果たしている山口大学医学部附属病院があることから、引き続

き、県内の医師派遣機能の強化に向けた取組を促進します。 

③ 施策 ③ 施策 
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○ 医師修学資金の特定診療科枠に小児科を指定し、修学資金の貸与や県地域

医療支援センターにおけるキャリア形成支援等の取組を通じ、小児医療を担

う医師の養成・確保に努めます。 

○ 医師修学資金の特定診療科枠に小児科を指定し、修学資金の貸与や県地域

医療支援センターにおけるキャリア形成支援等の取組等を通じ、小児医療を

担う医師の養成・確保に努めます。 

（略） （略） 

表24 勤務開始した地域枠医師の診療科 

（令和８年(2026年)4月時点） （単位：人） 

区分 緊急医師確保対策枠 地域医療再生枠 特定診療科枠 旧地域枠 計 

小児科 5 5 18 0 28 
 

表19 勤務開始した地域枠医師の診療科 

（令和５年(2023年)4月時点） （単位：人） 

区 分 緊急医師確保対策枠 地域医療再生枠 特定診療科枠 旧地域枠 計 

小児科 4 3 16 0 23 
 

（略） （略） 

 


